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研究成果の概要：　2012年から2022年に骨転移により脊髄損傷を呈し、入院加療した153例（男性102名、女性51
名、平均年齢66.7±12.5歳）を対象として、退院時の日常生活動作自立に関連する因子を特定するために、先行
研究より、日常生活動作自立に影響を与えると予測される項目をリスク因子として、電子化された診療録より抽
出し、ロジスティック回帰分析を用いて検討を行った。結果、退院時の日常生活動作自立に影響を及ぼす因子と
して、年齢、原発巣の種類、治療開始時の麻痺の程度（ASIA機能障害尺度）、治療開始時のCRP/アルブミン比、
動作に影響を及ぼす疼痛の有無、が有意に関連することが明らかとなった。

研究分野：がんのリハビリテーション

キーワード： 転移性骨腫瘍　リハビリテーション　日常生活動作　多職種協働　生活支援

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究結果を活用することにより、脊椎転移患者の生活動作に介助や環境調整などが必要だと予測される対象
群を早期から抽出することが可能となる。また、それぞれの要因に対し、①病的骨折や麻痺など運動に対するリ
スクを適切に評価し、安静と活動開始のタイミングを多職種で共有する、②疼痛や栄養状態などに対する支持療
法を十分に考慮する、③早期から必要な代償手段（環境調整や社会資源導入検討）の提案を積極的に行う、など
適切な支援方法を医師、看護師、療法士、ソーシャルワーカーなどを中心とした多職種チームで共有し、早期か
ら協働することができ、入院期間短縮と更なる生活の質（QoL）改善が期待される。

奨励研究

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究の目的 
転移性骨腫瘍（以下骨転移）に伴う脊髄損傷を負った患者は、交通事故などの外傷性脊髄損傷
患者と違い、脊髄損傷部位に応じた獲得動作の予測が不明確で、社会復帰支援に難渋することが
多い。骨転移に伴う脊髄損傷患者に対して、多職種で早期から機能予後を見越し、生活再建を支
援することは、生活の質（QoL）の観点から非常に重要である。円滑な生活再建の支援には、生
活機能自立度に影響を及ぼす因子を明らかにし、受傷後早期から活用されることが求められる。
そこで、本研究は、骨転移に伴う脊髄損傷患者の生活機能自立度に骨脆弱性や疼痛、全身状態が
及ぼす影響を検討し、生活機能自立度に関連する因子を明らかにすることを目的とする。 
 
 
２．研究成果 
 研究デザインは、後方視的コホート研究とし、対象者は 2012 年から 2022 年に骨転移により脊
髄損傷を呈し、入院加療した 153 例（男性 102 名、女性 51 名、平均年齢 66.7±12.5 歳）であっ
た。退院時の ADL 自立に関連する因子を特定するために、先行研究より、ADL 自立に影響を与え
ると予測される項目をリスク因子して抽出した結果、年齢、原発がんの種類、脊髄損傷責任病巣
部位、治療開始時の麻痺の程度、脊椎骨の不安定性の有無、動作に影響を及ぼす疼痛の有無、全
身状態（生存マーカー）が挙がった。これらの情報に加え、患者背景因子と日常生活動作（ADL）
の評価であるバーセルインデックス（BI）の入院時および退院時の点数を電子化された診療録よ
り抽出した。対象者を退院時の BI85 点以上の ADL 自立群と、85 点未満の ADL 非自立群の 2群に
分け、抽出されたリスク因子を単変量のロジスティック回帰分析を用いて検討を行った。次に、
p<0.20 となったリスク因子を含めた多変量ロジスティック回帰分析を強制投入法により行なっ
た。なお、有意水準は p<0.05 とした。結果、年齢（1歳増加あたり; OR 1.04; 95%CI1.01-1.08; 
p=0.004）、原発がんの種類（Rapid; OR 5.93; 95%CI 1.81-19.43; p=0.003）、治療開始時の麻痺
の程度（ASIA 機能評価尺度 A,B あるいは C; OR 5.93; 95%CI 1.89-18.00; p=0.002）、動作に影
響を及ぼす疼痛の有無（治療開始後３週間後の疼痛 NRS1 増加あたり; OR 1.34; 95%CI 1.01-
1.84; p=0.048）、生存マーカー（治療開始時の CRP/アルブミン比; OR 3.82; 95%CI 1.53-17.80; 
p<0.001）が、退院時の ADL 自立を阻害する有意な予測因子であった（表１）。 
 
 

表１：退院時の日常生活動作自立を阻害する要因のロジスティック回帰分析 
a. 原発がんの種類は、片桐らの予後予測スコア 1)をもとに、Slow, Medium, Rapid の３群に分
類した。 
b. 不全麻痺の状況は ASIA 機能障害尺度をもとに分類し、Dと C以下の 2群に分類した。 
c. SINS; Spinal Instability Neoplastic Score2)をもとに、安定、中等度、不安定の 3群に
分類した。 
d. 治療開始３週間後の動作時疼痛を Numerical Rating Scale (NRS)で評価した。 
e. 生存マーカーとして、治療開始時の CRP/アルブミン比を算出した。 
 
 
 
 



 また、治療開始３週間後の疼痛について、ROC 曲線を求めた結果、カットオフ値は NRS2 となっ
た（図１）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１：治療開始３週間後の疼痛と退院時 ADL 自立の関係 
退院時 ADL 自立（BI85 点以上）を陽性とした。AUC=0.64 であった。 
 
 
 以上の結果より、骨転移による脊髄損傷患者において、治療開始時の年齢、不全麻痺の程度、
全身状態、および運動に影響を及ぼす疼痛の有無が退院時の ADL 自立を妨げる因子となること
が明らかとなった。また、疼痛については、鎮静薬など積極的な治療を要する NRS４よりも低い
値が求められることが明らかとなった。今後、これらの因子を臨床現場で考慮することにより、
支援に役立てることができると考えられる。今後の展望として、本研究で得られた結果を、入院
後早期より多職種チームで活用する効果について検証するために、前向き研究で実施すること
を次の計画とし、脊椎転移患者に対する早期からの効率的な生活支援を推進していきたい。 
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